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PERFORMANCE

TPR運動による省電力化の推進

●TPR運動（トータルパワー改革運動）

インターネットの利用拡大や携帯電話の普及によって、通信用
電力の消費量の増加傾向が今後も続くことが予想されます。こう
した状況を踏まえ、当社はNTTグループ各社とともに、研究開発
段階から省電力化を図る「トータルパワー改革（TPR）運動」を推進
してきました。TPR運動は通信設備の使用段階での省電力化か
らさらに一歩踏み込み、研究開発段階から設備構築、保守・運
用に至るまで、総合的に電力エネルギー問題に取り組むものです。

例えば、研究開発分野では、低消費電力化設備や素子・部品
レベルの研究開発を担当し、通信設備構築部門では現用設備
を電力使用効率のより良い設備へ更改し、設備の保守・運用部
門では空調運転台数の適正化、さらにはクリーンエネルギーシステ
ム導入による電力自給率の向上などを推進します。
このように、関連部門が一体となって電力の使用を抜本的
に改革していく施策を実施しています。当社におけるTPR運
動推進体制を図1に示します。

地球温暖化防止

地球温暖化の原因である化石燃料の消費により得られるエネルギーは極めて多様かつ複合的に使われるため、その対策として、温
暖化防止の効果に照らして、優先的かつ重点的に取り組むことが重要です。当社では、温暖化防止対策のうち大きな効果が期待され
る省電力化、社用車からの排出、ガス・燃料の消費について、2010年に向けた削減目標を設定し、実行管理を行っています。2000年
度のCO2総排出量は16.2万t-cとなり、前年度より約2％増加しました。
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図1　ＴＰＲ運動推進体制

・エネルギーコストの低減を目的とした設備の
　導入と更改の促進
・支店等事業所のエネルギー管理
・支店等事業所の投資管理
・新たな施策の承認

・各種省電力施策の策定及び実行管理
・全社のエネルギー管理
・全社の投資管理

・低消費電力化施策の実施
・エネルギー使用量月次管理
・ビル毎の省エネ診断の実施　
・新たな施策創出
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○電源設備最適化（非効率設備の更改、電源ユニット台数の適正化など）
○空調需要抑制（空調運転台数の適正化、空調温度設定の変更など）
○照明改善（不要箇所の消灯、HF照明の導入など）

その他TPR施策（98項目）の積上げによる削減効果

■主なTPR実施施策

図2　購入電力量（CO2排出量）の推移

年度内電力使用傾向を踏まえた成
り行き値+0.9億kwh（0.9万t-c）

当初設備増に伴う電力需要予測に
よる成り行き値+0.5億kwh(0.5万ｔ-c)
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● 2000年度の実施結果

電話網に関する既存設備の保守・運用に加えてインターネ
ット関連の通信設備が増加しており、両方の設備に電力を使
用する必要があることから、2000年度当初CO2年間排出量は
前年度比で約3.3％の増加（15.7万t-c）と見込んでいました。

ところが、年度途中からの電力需要の増加傾向が年度当初予
想を上回り、成り行きベースで16.1万t-c（前年度比0.9万t-c増）と
なることが予想されました。そこで、90項目以上に及ぶTPR施策を
一層推進し、その積み上げ効果によって0.6万t-cを削減し、最終
的に対前年度2.6％増の15.6万t-cに抑制しました（図２）。



●電力自給率向上の取り組み

電力自給率の向上においては、コジェネレーションシステム
（CGS）や太陽光発電システムなどの導入により、年間0．18
億kwhを発電しています。この結果、購入電力の場合と比べ
て、約0.18万t-cのCO2を削減したことになります。

●2010年に向けた電力エネルギー削減ビジョン

NTTグループ（＊）では、1998年2月に「2010年に向けた電
力エネルギー削減ビジョン」を策定し、電力エネルギーの削
減に取り組んでいます。（図3）
具体的には、
(1)2005年までの第1ステップは、低消費電力化したLSI等の

素子・部品開発

(2)第2ステップ最終年である2010年までに、第1ステップで

の成果を組み込んだ通信設備の効率的導入

(3)電力自給率を現在の4％から、2005年には10％に、2010

年には30％まで向上

などに取り組みます。
これらの取り組みにより、2010年に100億kwh以上に達す
ると予想される購入電力量を、1990年水準の34億kwhに抑
え、トータルコストの削減により世界でもっとも廉価なマルチ
メディアサービスの実現を目指すとともに、温暖化の主要因で
ある二酸化炭素の排出量を抑えていきます。
＊：NTT、NTT東日本、NTT西日本、NTTコミュニケーションズ、NTTドコモ、

NTTデータ、NTTファシリティーズ、NTTコムウェア
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ＣＧＳ運用状況�
ビル名� 年間発電量（ＭＷｈ／年）�

西日本本社ビル（大阪市）� ５,６３２�

京阪奈ビル（京都府）� ４７７�

京都支店ビル（京都市）� ４,８０９�

ハロースポーツプラザ守口（守口市）� ４１０�

ハートふる須磨（神戸市）� ８８�

九州病院（熊本市）� １８３�

博多支店（福岡市）� ５,９４８�

合　　計� １７,５４７�
＊（　）内は所在地�

社用車からのCO2排出量抑制

社用車から排出されるCO2を抑制するため、低公害車の導
入推進、車両台数の適正化などについて取り組んでいます。
2000年度末における社用車保有台数は約9千台であり、社
用車からのCO2排出量は約0.36万t-cでした。
2000年度は、全社的な事業運営体制の見直しに伴う営業
拠点の統廃合等により、車両台数を大幅に削減（対前年度約
400台減（全車両台数の4％））し、総走行距離を対前年度7％
減少させることができました。この結果、CO2排出量実績値
は前年度実績値を0.03万t-c下回りました。2001年度も、引き
続き低公害車の導入推進および車両台数の適正化を図るこ
とにより、更なる抑制に努めていきます。

（参考）２０００年度末低公害車保有台数� 単位：台�
�

電気自動車�

１２�

天然ガス自動車�

３７�

ハイブリット自動車�

４６�

合計�

９５�

社用車からのＣＯ２排出量

0.30
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200019991998
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天然ガス自動車

1997 2000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  20102005

社会的取組
ＣＯＰ３

第１ステップ 第２ステップ

システムの導入システムの導入

２０１０年以降の先をもにらんだ要素技術の研究開発
◇ｴﾈﾙｷﾞｰの消費、発生、変換・伝達、蓄積

２０１０年以降の先をもにらんだ要素技術の研究開発
◇エネルギーの消費、発生、変換・伝達、蓄積

　　　システムの研究開発

・LSIの２Ｖ化　
・LSIﾚﾍﾞﾙでのｽﾘｰﾌﾟ機能付与　等

　　　システムの研究開発

システムの導入システムの導入システムの研究開発システムの研究開発

ＦＴＴＨ

ＣＧＳの導入　・ガスエンジン　・燃料電池ＣＧＳの導入（・ガスエンジン　・燃料電池）

ネットワークの構造改革

社会のコンセンサスとしている2010年

図3　2010年に向けた電力エネルギー削減ビジョン

ＴＰＲ
推進運動
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・LSIの2V化
・LSIレベルでのスリープ機能付与 等



クリーンエネルギー設備の導入

燃料（ガス・石油）の節減

当社ではCO2を排出しないクリーンエネルギー設備の導入を
推進しています。2000年度には、新たに3ビルに太陽光発電シ
ステムを導入しました。これにより導入ビル数は36となり、年間
総発電量は56万kwhになります。これは火力発電設備による
発電に比べ、56t-cのCO2の排出を抑制したことになります。
また、2001年3月には広島市の2つのビル（基町ビル、袋町
ビル）に都市ガス（天然ガス）を燃料とした燃料電池コジェネレ
ーションシステム（写真）を導入しました。
このシステムの導入により、両ビルの年間使用電力量の約
30％を自給できるとともに、排熱の有効利用によって年間エネ
ルギー使用量を従来比約20％削減できると試算しています。
これにより、年間約90t-cのCO2の排出抑制を見込んでいます。

広島支店�
宮島口交換所�
発電量：0.8万kwh/年�

広島支店�
マリントーク瀬戸内�
発電量：1.3万kwh/年�

京都支店�
京都深草別館�
発電量：2.1万kwh/年�

京都支店�
伏見営業所�
発電量：1.7万kwh/年�

金沢支店�
金沢鳴和ビル�
発電量：1.3万kwh/年�

大阪支店�
土佐堀ビル�
発電量：2.5万kwh/年�

福岡支店�
福岡支店ビル�
発電量：1.3万kwh/年�

大分支店�
大分金池支店ビル�
発電量：2.4万kwh/年�

富山支店�
東田地方ビル�
発電量：1.1万kwh/年�

静岡支店�
兵太夫ビル�
発電量：1.3万kwh/年�

静岡支店�
島田ビル�
発電量：1.2万kwh/年�

静岡支店�
南熱海交換所�
発電量：1.2万kwh/年�

名古屋支店�
蒲郡ビル�
発電量：1.1万kwh/年�

名古屋支店�
矢田ビル�
発電量：1.3万kwh/年�

＊三重支店ビル�
発電量：0.12万kwh/年�
三重支店�
水ヶ平無線中継所�
発電量：0.74万kwh/年�

名古屋支店�
天白RT-BOX�
発電量：0.12万kwh/年�
新川清洲RT-BOX�
発電量：0.12万kwh/年�
瀬戸RT-BOX�
発電量：0.12万kwh/年�
前芝RT-BOX�
発電量：0.12万kwh/年�
川田RT-BOX�
発電量：0.12万kwh/年�
猿投RT-BOX

�
発電量：0.07万kwh/年�
東刈谷RT-BOX－１�
発電量：0.12万kwh/年�
東刈谷RT-BOX－２�
発電量：0.12万kwh/年�
＊深溝RT-BOX�
発電量：0.06万kwh/年�
＊生路RT-BOX�
発電量：0.12万kwh/年�

愛媛支店�
堀江ビル�
発電量：1.3万kwh/年�

愛媛支店�
愛媛支店ビル�
発電量：2.5万kwh/年�

京阪奈ビル�
発電量：0.7万kwh/年�

大阪支店�
馬場町ビル�
発電量：1.3万kwh/年�

大阪研修センタ�
発電量：2.1万kwh/年�

愛媛支店�
砥部交換所�
発電量：1.3万kwh/年�

宮崎支店�
宮崎支店ビル�
発電量：3.7万kwh/年�

鹿児島支店�
鹿児島鴨池ビル�
発電量：1.8万kwh/年�

沖縄支店�
城間ビル�
発電量：2.1万kwh/年�

長崎支店�
長崎支店ビル�
発電量：3.7万kwh/年�

３６ビル�
総発電量�

５６万kwh/年�

NTT西日本会社における太陽光発電運用状況（2001.3月末現在）�

＊：2000年度導入�

当社の所有している主な建物で消費する、ガス燃料（主に
CGSで使用）、石油燃料（主にボイラーで使用）からの二酸化
炭素（CO2）排出量の2000年度実績は0.64万t-cであり、電力
消費に伴うCO2排出量の約4％程度となっています。
当社では1999年度より試行的に消費量を把握しており、

2000年度より、本項目を新たに実行管理する項目として加え、
毎年ガス（主に都市ガス）･燃料（主にA重油）の消費量を把握
するとともに、節減に向けて取り組んでいます。

燃料（ガス・石油）消費によるCO2排出量�

0.0

0.1
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1.0

2000 （年度）�1999

（万t-c）�
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0.64ＣＯ２
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燃料電池コジェネレーションシステム（広島支店）
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